
本人や家族向け

若年性認知症の人や
そのご家族へ
65歳未満で発症した認知症を、若年性認知症と言います。
周りの理解と手助けがあれば、状態に応じて働き続けることもできます。
このリーフレットには…
若年性認知症と診断されたご本人やご家族のために、活用できる社会資源をまとめてあります。

若年性認知症支援コーディネーターは、
生活していくために必要な支援についてお手伝いをします。
若年性認知症支援コーディネーターは、高齢者とは異なる若年性認知症の人のニーズと、関係機関やサービス担当者
との「調整役」で、若年性認知症の人が自分らしい生活を継続できるよう支援しています。必要に応じて職場や産業医、
地域の当事者団体や福祉サービスの事業所と連携し、就労継続や居場所づくりを働きかけるなど、専門的な知識や
経験に基づいて支援を行っています。

就労に関する支援
■神奈川労働局雇用環境・均等部指導課
　働く人が仕事と介護を両立できる制度があります。
　介護休業、介護休暇、勤務時間の短縮等の措置などの相談先  電話 045-211-7380

■ハローワーク　
　就職を希望する障がい者の方の職業指導・職業紹介等を行います。
　https://jsite.mhlw.go.jp/kanagawa-hellowork/list.html
　
■神奈川障害者職業センター
　障がい者に対する専門的な職業リハビリテーションサービス、事業主に対する障がい者の
　雇用管理に関する相談に応じ、援助を行います。（ジョブコーチ支援等）  電話 042-745-3131
　http://www.jeed.or.jp/location/chiiki/kanagawa/
　
■障害者就業・生活支援センター
　障がい者の身近な地域において、就業面及び生活面における一体的な相談支援を行います。
　http://www.pref.kanagawa.jp/docs/hz2/cnt/f6949/p22689.html
　
■障害者雇用促進センター
　障がい者雇用へむけて、企業や就労支援機関への支援を行います。  電話 045-633-6110（代）
　http://www.pref.kanagawa.jp/docs/sj6/c1/top_shougaisha_koyo.html

精神障害者保健福祉手帳・障害年金
■精神障害者保健福祉手帳（市町村の障害福祉担当窓口等）
　精神障がい者の自立と社会参加の促進を図るため、交付される手帳です。
　手帳を持っている方には、様々な支援策が講じられます。
■障害年金（最寄の年金事務所や年金相談センター、市町村の国民年金担当課）
　病気やけがで障がいが残ったとき、受け取ることができる年金です。

その他認知症の相談窓口
■認知症の人と家族の会神奈川県支部　電話 044-522-6801
■かながわ認知症コールセンター　電話 0570-0-78674
その他、認知症疾患医療センター、県保健福祉事務所・センター、市町村の認知症担当窓口等もあります。

若年性認知症支援コーディネーター　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和元年5月現在）

就労・経済的な支援

福祉サービスの利用支援

健康・医療に関する支援

権利擁護に関する支援

・ 就労継続や再就職に関する支援
・ 経済的な支援制度の案内や利用方法の助言

・ 介護保険、障害福祉サービスの利用方法の案内

・ 認知症疾患医療センターの紹介
・ 認知症初期集中支援チームとの連携

・ 成年後見制度の利用案内・支援

相談内容の秘密は必ず守ります
まずはお電話ください

神奈川県認知症の人と家族を支えるマーク
高齢福祉課　横浜市中区日本大通１　電話 045-210-4846（直通）

国立病院機構　久里浜医療センター　　川崎・横須賀三浦・湘南東部　                 046-848-2365（直）

曽我病院　                                 相模原・県央・湘南西部・県西　                0465-42-1630（代）

横浜市総合保健医療センター　　　　  横浜市　                                         045-475-0105（直）

設置場所　　　　　　　　　　　　　  担当地区                                        電 話

令和元年5月作成

QRコードが読み取りにくい場合は、
必要な個所以外は、隠してご使用ください。

なやむことなし




